
○赤磐市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例施行規則 

平成３１年３月２８日 

規則第１９号 

改正 令和２年８月１２日規則第３３号 

令和４年１月１１日規則第１号 

令和４年６月２９日規則第２８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、赤磐市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例（平成３１年赤

磐市条例第５号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（抑制区域） 

第３条 条例第７条第２項の抑制区域は、別表第１に掲げる区域とする。 

（設置事業の周知等） 

第４条 条例第８条第３項の看板は、太陽光発電設備設置事業のお知らせ（様式第１号）とし、

事業者は、当該看板を事業区域内の見やすい場所に設置するものとする。 

（事前協議書等の提出） 

第５条 条例第９条第１項の協議は、事前協議書（様式第２号）に次に掲げる書類を添付して行

うものとする。 

（１） 事業計画書（様式第３号） 

（２） 事業区域等状況調書（様式第４号） 

（３） 地区に対する説明報告書（様式第５号） 

（４） 近隣関係者に対する説明報告書（様式第６号） 

（５） 前各号に掲げるもののほか、別表第２に定める図書のうち市長が必要と認めるもの 

第６条 条例第９条第２項第４号の環境調査対象事業とは、事業区域が１０ヘクタール以上であ

る設置事業をいい、同号の環境影響に関する調査を行った旨の報告書の記載事項については、

市長が別に定める。 

（協議終了の通知） 

第７条 条例第９条第３項の通知は、事前協議終了通知書（様式第７号）により行う。 

（協議内容の変更） 

第８条 条例第１０条第１項の書面は、事業変更協議書（様式第８号）とする。 

２ 条例第１０条第１項ただし書の規則に定める軽微なものは、次のとおりとする。 

（１） 事業区域の縮小 



（２） 発電設備の出力の縮小 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が軽微な変更と認めるもの 

（工事の着手等の届出） 

第９条 条例第１１条の届出は、次の書面により行うものとし、正本及び副本を作成の上、市長

に提出しなければならない。 

（１） 工事着手届出書（様式第９号） 

（２） 工事（中止・再開）届出書（様式第１０号） 

（３） 工事完了届出書（様式第１１号） 

（４） 工事取りやめ届出書（様式第１２号） 

（管理者等に関する情報の掲示等） 

第１０条 条例第１３条の掲示は、次の内容を記載した太陽光発電設備の管理者等に関する情報

の看板を設置することにより行うものとする。 

（１） 事業区域の所在地 

（２） 事業者の名称及び連絡先 

（３） 緊急時の連絡先 

（４） 発電設備の発電出力 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めた事項 

２ 事業者は、前項の看板に記載した事項に変更が生じ、条例第１０条第１項本文の規定による

協議が終了したとき又は同項ただし書の規則で定める軽微なものに係る変更を行ったときは、

当該看板に記載した事項を速やかに訂正するものとする。 

（発電事業終了届） 

第１１条 条例第１４条第２項の規定による届出は、発電事業終了届出書（様式第１３号）によ

り行うものとする。 

（身分証明書） 

第１２条 条例第１６条第２項の身分を示す証明書は、身分証明書（様式第１４号）とする。 

（指導、助言又は勧告に係る書面） 

第１３条 条例第１７条第１項の指導又は助言は、（指導・助言）通知書（様式第１５号）によ

り行うものとする。 

２ 条例第１７条第２項の勧告は、勧告書（様式第１６号）により行うものとする。 

（公表） 

第１４条 条例第１８条第１項の規定による公表は、赤磐市公告式条例（平成１７年赤磐市条例

第３号）第２条第２項の市役所前掲示場への掲示その他適当と認められる方法により行うもの

とする。 



（意見を述べる機会を付与する通知等） 

第１５条 条例第１８条第２項の規定による通知は、意見を述べる機会を付与する通知（様式第

１７号）により行うものとする。 

２ 事業者は、条例第１８条第２項の規定により通知された事項について意見を述べようとする

ときは、公表に関する意見書（様式第１８号）により行うものとする。 

（審議会の組織） 

第１６条 審議会は、委員７人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験を有する者その他市長が適当と認める者のうちから市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることを妨げない。 

（審議会の会長） 

第１７条 審議会に会長及び副会長各１名を置き、委員の互選によって決める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（審議会の会議） 

第１８条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

４ 緊急の必要があり会議を招集する暇がないときその他やむを得ない理由のあるときは、委員

に書面を送付し審議することで会議に代えることができる。 

（審議会の庶務） 

第１９条 審議会の庶務は、市民生活部環境課において処理する。 

（補則） 

第２０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年８月１２日規則第３３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年１月１１日規則第１号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



附 則（令和４年６月２９日規則第２８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

条例第７条第１項第

１号に該当する地域 

自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第２条第１項第１号で定める自然

公園の区域内 

条例第７条第１項第

２号に該当する地域 

１ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平

成１２年法律第５７号）第７条第１項に規定する土砂災害警戒区域内、及

び同法第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域内 

２ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７

号）第３条第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域内 

条例第７条第１項第

３号に該当する地域 

埋蔵文化財包蔵地（埋蔵文化財（文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）

第９２条第１項）を包蔵する土地をいう。） 

条例第７条第１項第

４号に該当する地域 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号上の）第８条第１項に定める第１種

低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、

第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域、

田園住居地域 

別表第２（第５条関係） 

 図書の種類 必要な記載事項 

１ 開発区域位置図 ２５，０００分の１以上 

１ 方位 

２ 開発区域 

３ 開発区域周辺の公共施設の位置、名称 

２ 開発区域図 ３，０００分の１以上 

１ 方位 

２ 開発区域 

３ 市町村界及び周辺の地形市町村界及び周辺の地形が分か

るもの 

４ 凡例 

３ 開発面積求積図 ３，０００分の１以上 

１ 方位 

２ 開発区域面積の求積 

３ 開発区域及び隣地に係る土地の地番、地目及び形状を明示 

４ 凡例 



４ 現況図 ３，０００分の１以上 

１ 方位 

２ 開発区域 

３ 地形（等高線２m） 

４ 開発区域内及び周辺の公共的施設の位置、名称 

５ 開発行為の妨げとなる権利を有するものの工作物等 

６ 凡例 

５ 土地利用計画図 ３，０００分の１以上 

１ 方位 

２ 開発区域 

３ 切土、盛土法面 

４ 施設又は工作物の種類毎の位置 

５ 道路の位置、形状及び幅員 

６ 凡例 

６ 防災計画・排水計画平面図 ３，０００分の１以上 

１ 方位 

２ 開発区域 

３ 等高線 

４ 排水、防災施設の位置、形状、寸法、名称 

５ 集水区域の区域界線 

６ 排水路毎に勾配、流水方向 

７ 下流河川の名称 

８ 流下能力検討地点の写真 

９ 流量計算書との照合符号 

１０ 道路、公園その他の公共的施設及び予定建築物の敷地等

の計画高 

１１ 凡例 

７ 造成計画平面図 ３，０００分の１以上 

１ 方位 

２ 開発区域 

３ 等高線 

４ 切土部、盛土部 

５ がけ又は擁壁の位置、形状 



６ 道路の位置、形状、幅員、勾配 

７ 道路の中心線、測点、計画高 

８ 縦横断測点又は測線 

９ 公共的施設の位置、規模及び形状 

８ 造成計画縦断図 

（道路計画縦断図） 

３００分の１以上 

１ 現地盤線と計画地盤線 

２ 開発区域の境界位置 

３ 基準線 

４ 切土部、盛土部 

５ 大規模施設、工作物の位置、形状 

６ 測点、距離 

９ 造成計画横断図 

（道路計画横断図） 

３００分の１以上 

１ 現地盤線と計画地盤線 

２ 開発区域の境界位置 

３ 基準線 

４ 切土部、盛土部 

５ 大規模施設、工作物の位置、形状 

６ 各種寸法、形状 

７ 測点、距離 

８ 土質、岩質の種類 

１０ 排水施設構造図 ５０分の１以上 

１ 形状、種類毎の標準断面図 

２ その他必要なもの 

１１ 防災施設等の構造図 

正面図 

平面図 

側面図 

断面図 

配筋図 

５０分の１以上 

１ 形状、種類毎の規格構造等 

２ 堰堤、擁壁等については 

（１） 構造物の記号 

（２） 寸法、法勾配 

（３） 材料の種類 

（４） 裏込材料等の品質、寸法 

（５） 透水層の位置、寸法 

（６） 基礎に関すること。 

（７） 構造物 



３ その他必要なもの 

１２ 法面詳細図 ５０分の１以上 

１ 土質、岩質による勾配、法面保護等の標準断面図 

２ その他必要なもの 

１３ 道路計画構造図 ５０分の１以上 

１ 道路計画にかかる施設等の構造図、標準断面図 

２ その他必要なもの 

１４ 公図 近隣関係者として事業の説明が必要なものに係る土地の所有

者及び地番を記入すること。 

１５ 事業区域内の登記事項証明

書 

副本にはコピーを添付でも可。 

１６ 土地の使用権限を証する書

類 

１５の登記事項証明書で足りる場合は不要。 

１７ 看板（様式第１号）設置の

写し 

カラー写真 

１８ 再生可能エネルギー電気の

利用の促進に関する特別措

置法（平成２３年法律第１

０８号）第９条の規定によ

る認定を受けている場合は

その写し 

 

１９ 他の法令による許可又は認

可等を受けている場合はそ

の写し 

 

２０ 資金計画書  

２１ 暴力団又は暴力団員でない

ことの誓約書 

 

２２ その他市長が必要と認める

図書 

 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第５条関係） 

様式第７号（第７条関係） 

様式第８号（第８条関係） 

様式第９号（第９条関係） 

様式第１０号（第９条関係） 

様式第１１号（第９条関係） 

様式第１２号（第９条関係） 

様式第１３号（第１１条関係） 

様式第１４号（第１２条関係） 

様式第１５号（第１３条関係） 

様式第１６号（第１３条関係） 

様式第１７号（第１５条関係） 

様式第１８号（第１５条関係） 

 


